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電機業界における同業他社との共同開発に関する研究
――一社単独開発から戦略的共同開発への経営戦略の転換――
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Ⅰ　は　じ　め　に
トヨタ自動車は将来の目玉商品であるハイブリッド車を同業他社の日産に外販する戦略を発
表した。これは，同業他社と開発競争するよりも，ディファクト・スタンダードまたは業界標
準を獲得するために，同業他社との協調を選択したことを意味する。このように一人勝ちに近
いトヨタ自動車でさえ，単独開発の危険性を十分認識し，同業他社との共同開発による業界標
準の獲得を優先させる経営戦略に転換し始めている。
パソコン世界一位のデルのテレビへの進出，ボーダフォンによるテレビ付携帯電話の発売，
ソニーやシャープのテレビ付ノートパソコンの発売，液晶生産の世界一位のサムソンとテレビ
世界一位のソニーとの液晶パネル共同生産など，今まで電機業界の独占であったテレビさえも，
新規参入会社の増加や商品機能の融合化など急激に変貌し始めている。
このような急激な変化は，競合他社との競争に勝ち抜くために顧客のニーズを先取りし他社
の真似のできない独創的な商品やサービスを開発するという今までの経営常識さえも覆そうと
している。すなわち，どんなに独創的で画期的な商品であっても，遅れて参入した２番手以下
の企業連合の平凡な商品に敗退する事例が続く中で，自主開発のリスクの高さを知った企業は，
一社単独による自主開発戦略を変更し，今まで敵であった同業他社との共同開発に踏み切る場
合が多くなっている。
なかでも，商品のディファクト・スタンダード化や業界標準化を念頭に置いた競合他社との
共同開発戦略が重要になってきている。これらは単なる研究開発戦略にとどまらず，企業の統
合や再編を視野に入れた共同開発になる例が多く，現在のように激しく変化する経営環境にお
いて，自主開発か又は共同開発かの選択は，企業経営の根幹をなす最重要経営戦略となってい
る。
そこで，本稿では，日本の代表的な業界における同業他社との共同開発の現状を分析し，共
同開発マネジメントについて考察する。特に，電機業界における同業他社との共同開発は，他
の業界の共同開発と顕著な対比が見られることから，共同開発された具体的な特許の詳細分析
を試み，電機業界における企業間の関係や結びつきについて検討した。近時，電機業界におけ
る同業他社との共同開発は急増しており，共同開発への方針転換の構造的要因，外部的要因，
経済的要因について考察する。
一社単独では何もできない現代では，企業はお互いが競争することではなく，協業すること
がより重要であると考え始めている。しかし，競争心の高い優秀な研究者は，今まで敵であっ
た同業他社との共同開発に馴染まず共同開発の推進は容易ではない。また，共同開発の増加は，
DVDなどに見られるように，業界を二分するグループ化も同時に加速させており，研究開発は
現在の企業にとっては単なる新商品開発ではなく経営戦略そのものとなっており，なかでも共
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同開発のマネジメントが企業の雌雄を決することも少なくない。そこで，本稿では，二十一世
紀に生き残るための経営戦略である戦略的共同開発マネジメントの必要性と共同開発マネジャ
ーの育成について考察する。
Ⅱ　知的財産から見た同業他社との共同開発の現状
表１は，1994年から2002年の９年間のビール業界における同業他社との共同開発特許を調査
した結果である。サントリーとサッポロがビール容器に関する共同開発１）を行ったもの以外は，
同業他社との共同開発特許は極めて少ない。1994年から2002年の各社の公開特許は，キリンが
563件，サントリーが488件，アサヒビールが346件，サッポロビールが288件であるにもかかわ
らず，ビール業界では同業他社との共同開発は積極的に行われていないと判断できる。
表２は，1994年から2002年の９年間の製薬業界における同業他社との共同開発特許を調査し
た結果である。第一製薬と興和がキノロン系抗菌剤の眼組織における濃度を定量測定に関する
共同開発２）を行ったもの以外は，同業他社との共同開発特許は極めて少ない。1994年から2002
年の各社の公開特許は，武田薬品が2,027件，三共が1,032件，大正製薬が908件，エーザイが
表１　ビール業界における同業他社との共同開発特許
キ　リ　ン
サントリー
ア　サ　ヒ
サ ッ ポ ロ
合　　　計
キ　リ　ン
0
0
0
0
サントリー
0
1
4
5
ア　サ　ヒ
0
1
1
2
サ ッ ポ ロ
0
4
1
5
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表２　製薬業界における同業他社との共同開発特許
武田薬品
三　　共
大正製薬
エーザイ
第一製薬
藤沢薬品
興　　和
山 之 内
合　　計
武田薬品
0
0
0
0
0
0
0
0
三　　共
0
0
0
0
0
1
0
1
大正製薬
0
0
0
0
0
0
0
0
エーザイ
0
0
0
0
0
1
0
1
第一製薬
0
0
0
0
0
2
2
4
藤沢薬品
0
0
0
0
0
0
0
0
興　　和
0
1
0
1
2
0
0
4
山 之 内
0
0
0
0
2
0
0
2
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557件，第一製薬が454件，藤沢薬品が387件，興和が287件，山之内製薬が286件であるにもか
かわらず，製薬業界では同業他社との共同開発はほとんど行われていない。３）
表３は，1994年から2002年の９年間の自動車業界における同業他社との共同開発特許を調査
した結果である。トヨタ自動車の子会社であるダイハツ工業は，トヨタ自動車との共同開発特
許４）が多い。これを特殊要因と考えれば，同業他社との共同開発特許は極めて少ない。1994年
から2002年の各社の公開特許は，トヨタ自動車が26,818件，日産自動車が20,268件，本田技研
が18,331件，マツダが7,818件，スズキが9,281件，三菱自動車が6,860件，ダイハツが3,436件，
富士重が3,494件であるにもかかわらず，自動車業界では同業他社との共同開発は積極的に行
われているとは言えない。
表４は，1994年から2002年の９年間の化粧品・生活関連商品業界における同業他社との共同
開発特許を調査した結果である。1994年から2002年の各社の公開特許は，花王が10,555件，ラ
イオンが4,042件，資生堂が3,163件，ポーラが1,417件，コーセーが778件，カネボウが624件，
サンスターが476件であるにもかかわらず，化粧品・生活関連商品業界では同業他社との共同
表３．自動車業界における同業他社との共同開発特許
表４．化粧品・生活関連業界における同業他社との共同開発特許
ト ヨ タ
日　　産
本　　田
マ ツ ダ
ス ズ キ
三　　菱
ダイハツ
富 士 重
合　　計
ト ヨ タ
0
1
1
0
0
72
0
74
日　　産
0
0
0
1
0
0
1
2
本　　田
1
0
0
0
0
0
0
1
マ ツ ダ
1
0
0
0
0
0
0
1
ス ズ キ
0
1
0
0
0
0
0
1
三　　菱
0
0
0
0
0
0
0
0
ダイハツ
72
0
0
0
0
0
0
72
富 士 重
0
1
0
0
0
0
0
1
花　　王
ライオン
資 生 堂
ポ ー ラ
コーセー
カネボウ
サンスター
合　　計
花　　王
0
0
0
0
0
0
0
ライオン
0
0
0
0
0
0
0
資 生 堂
0
0
0
0
0
0
0
ポ ー ラ
0
0
0
0
0
0
0
コーセー
0
0
0
0
0
0
0
カネボウ
0
0
0
0
0
0
0
サンスター
0
0
0
0
0
0
0
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開発はまったく行われていない。2003年10月23日に，カネボウと花王は両社の化粧品事業を統
合すると発表したが５），現在のところ共同開発特許は見られない。
表５は，1994年から2002年の９年間の電機業界における同業他社との共同開発特許を調査し
た結果である。ちなみに，1994年から2002年の各社の公開特許は，松下電器が103,136件，日
本電気が91,039件，東芝が86,191件，日立製作所が84,773件，ソニーが69,193件，富士通が
表５．総合電機業界における同業他社との共同開発特許
図１　総合電機業界における同業他社との共同開発特許
松下電器
日本電気
東　　芝
日　　立
ソ ニ ー
富 士 通
三菱電機
三洋電機
シャープ
沖 電 気
合　　計
松下電器
23
59
28
30
91
34
38
9
45
357
日本電気
23
23
167
21
165
36
11
15
139
600
東　芝
59
23
114
20
43
60
11
15
48
393
日　立
28
167
114
18
183
80
23
23
132
768
ソニー
30
21
20
18
41
15
29
38
10
222
富士通
91
165
43
183
41
18
18
15
143
717
三菱電機
34
36
60
80
15
18
11
14
18
296
三洋電機
38
11
11
23
29
18
11
14
11
166
シャープ
9
15
15
23
38
15
14
14
10
153
沖電気
45
139
48
132
10
143
18
11
10
556
同
業
他
社
と
の
共
同
開
発
特
許
件
数
共同開発会社名
日
立
富
士
通
日
本
電
気
沖
電
気
東
芝
松
下
電
器
三
菱
電
機
ソ
ニ
ー
三
洋
電
機
シ
ャ
ー
プ
52,232件，三菱電機が53,169件，三洋電機が39,050件，シャープが30,722件，沖電気が16,962件
である。表５に示すように，電機業界における同業他社との共同開発が非常に活発に行われて
いることが分かる。
特に，日立製作所と富士通との共同開発特許が183件，日立製作所と日本電気が167件，富士
通と日本電気が165件，沖電気と富士通が143件，沖電気と日本電気が139件，沖電気と日立製
作所が132件，日立製作所と東芝が114件である。表１から表５を比較すると，電機業界だけが
同業他社との共同開発に積極的であることが分かる。
図１は，1994年から2002年の９年間の電機業界における同業他社との共同開発特許を示した
ものである。日立製作所は共同開発特許が768件であり，電機業界で最大である。２位の富士
通717件，３位の日本電気600件，４位の沖電気556件と続く。日立製作所，富士通，日本電気，
沖電気のような同業他社との共同開発に積極的な会社がある反面，特許公開件数で１位の松下
電器が同業他社との共同開発特許は６位，特許公開件数で５位のソニーが８位と低迷しており，
同業他社との共同開発が比較的少ない会社も存在する。
Ⅲ　電機業界における同業他社との共同開発特許の急増
図２は，1998年から2002年までの電機業界における同業他社との共同開発特許の時系列変化
を示したものである。共同開発特許件数は，1998年から増加傾向にあり，2001年はやや低下し
たものの2002年に急増している。2002年は約1,000件の同業他社との共同開発特許があり，こ
れは単なる商品開発プロジェクトがたまたま集中したのではなく，電機業界全体を巻き込んだ
新たな研究開発戦略の方針転換があったと考えられる。すなわち，一社単独の自主開発から，
今まで敵と考えていた同業他社との共同開発への『研究開発イノベーション』が起きていると
考えられる。
図３は，1998年から2002年までの電機会社別の同業他社との共同開発特許の時系列変化を示
したものである。いずれの会社も増加傾向にあり，特に2002年に急増している。なかでも富士
通は，1998年が20件であった共同開発特許が，2002年には150件を越えて電機業界で最も多く
なっている。2002年の共同開発特許件数は，１位の富士通が155件，２位の日立製作所が132件，
３位の松下電器が128件，４位の東芝が116件であり，これらの４社が100件を越えている。
図４は，1998年と2002年との同業他社との共同開発特許数を比較したものである。いずれの
会社も1998年と比較して2002年の共同開発特許は増加している。特に，シャープが8.1倍，富
士通が7.8倍，三菱電機が7.2倍，三洋電機が5.4倍，松下電器が5.3倍，沖電気が5.1倍であり，
1998年に比べて2002年は共同開発特許が急増している。図１の９年間の共同開発特許の合計で
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は，シャープが153件であり10社の中で最も少ないが，図４の変化率では最も高いことが注目
される。シャープは，従来，同業他社との共同開発をほとんど行ってこなかったが，最近，そ
の方針を大きく転換した顕著な会社と言える。
図２　総合電機業界における同業他社との共同開発特許の推移
図３　総合電機業界における同業他社との共同開発特許の推移
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図５は，2002年の各社の公開特許件数全体に占める同業他社との共同開発特許の割合を示し
たものである。沖電気は1,182件の全公開特許の中で同業他社との共同開発特許が81件あり，
図４　総合電機業界における同業他社との共同開発特許の変化率（2002年対1998年）
図５　2002年の同業他社との共同開発特許比率（共同開発特許数／特許総数）
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その共同開発特許の比率が6.9％となり，10社の中で最も高い。次に，富士通は2,932件の全公
開特許の中で，同業他社との共同開発特許が155件で，その比率が5.3％であり沖電気の次に高
い。更に，松下電器以外の会社は，すべて１％を越えており，電機業界において同業他社との
共同開発が活発であることを表している。逆に，松下電器は従来と同じ一社単独による自主開
発に軸足を置いたままであり，その他の会社とは明らかに異なる戦略を取っている。
図６は，2002年の大学との共同開発特許比率を示したものであり，最も高い富士通でさえ
0.17％，２位が日本電気の0.12％であり，それ以下はすべて0.1％以下である。図５と図６を比
較すると分かるように，大学との共同開発特許よりも同業他社との共同開発特許の方が，数十
倍程度高いことが分かる。このことからも，電機業界における同業他社との共同開発が，非常
に活発に行われていることが分かる。
図７は，松下電器と日立製作所，松下電器と三菱電機，松下電器とシャープとの共同開発特
許の推移を示したものである。いずれも増加傾向にあり，特に松下電器と三菱電機との2002年
の共同開発特許件数は19件あり，半導体装置に関する共同開発特許が多い。和田幸久らは，松
下電器と三菱電機の公開特許『半導体装置の製造方法』６）において，互いにエッチング特性が
異なる２種以上の酸化膜の形成を伴う場合に，エッチング選択比の悪化を回避する半導体装置
の製造方法を提案している。
また，松下電器と日立製作所は，2001年５月に家電分野を中心とした包括提携を発表してお
図６　2002年の大学との共同開発特許比率（共同開発特許数／特許総数）
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り，アジア勢の追い上げの中で，世界トップシェアを狙うため敢えてライバルとも強者連合を
行う戦略を選択した。７）なかでも，松下電器と日立製作所との2002年の共同開発特許件数は13
件あり，光ディスクに関する共同開発特許が多い。高木裕司らは，松下電器と日立製作所との
公開特許『ディスク媒体の誤り訂正符号化方法，誤り訂正符号化回路，ディスク媒体，誤り訂
正方法，および誤り訂正回路』８）において，次世代ＤＶＤ開発において，高密度化に伴うバー
スト誤り９）の影響を少なくするため，従来機器と互換性が高くかつバースト誤りに強い誤り訂
正符号化方法を提案している。
また，渡部一雄らは，松下電器と日立製作所との公開特許『光ディスク』において，２層記
録媒体における情報記録層間のクロストーク10）を低減させ，かつ，その場合のユーザデータ容
量の低下を軽減させることが可能な光ディスクの記録フォーマットを提案している。
図８は，日本電気と東芝，日本電気とソニー，日本電気とシャープとの共同開発特許の推移
を示したものである。いずれも増加傾向にあり，特に日本電気とソニーの2002年の共同開発特
許件数は７件に増加し，半導体に関する共同開発特許が多い。宮嶋孝夫らは，日本電気とソニ
ーの公開特許『化合物半導体基板の製造方法』11）において，単結晶基板上に結晶欠陥の少ない
良質な化合物半導体層を形成し，化合物半導体層にダメージを与えることなく単結晶基板を剥
離して化合物半導体基板を製造する方法を提案している。
図９は，東芝と富士通，東芝と三菱電機，東芝と沖電気との共同開発特許の推移を示したも
のである。いずれも増加傾向にあり，特に東芝と沖電気の2002年の共同開発特許件数は33件に
急増し，現金自動支払機に関する共同開発特許が大半を占めている。吉川幸成らは，東芝と沖
図７　松下電器との共同開発特許の推移
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電気の公開特許『自動取引装置』12）において，現在のＡＴＭ自動取引装置は，紙幣入出金ユニ
ットから装填庫を外さなければ貨幣の充填および抜き取り作業ができない不便を解消した新し
いＡＴＭ自動取引装置を提案している。また，佐藤英昭らは，東芝と沖電気の公開特許『現金
処理装置』12）において，現金トラブルを事前に防止するために，操作者に確認内容を確実に読
ませて理解させ操作を進める装置を提案している。
図８　日本電気との共同開発特許の推移
図９　東芝との共同開発特許の推移
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また，図９に示すように，東芝と富士通との共同開発特許件数は2002に18件に達しており，
半導体記憶装置ＤＲＡＭに関する特許が多い。稲場恒夫らは，東芝と富士通の公開特許『半導
体記憶装置』13）において，ネガティブ・ワード線・リセット方式のＤＲＡＭにおいて，チップ
面積を縮小して，消費電力の増大を抑える半導体記憶装置を提案している。
図10は，日立製作所と松下電器，日立製作所と三菱電機，日立製作所と三洋電機との共同開
図11 ソニーとの共同開発特許の推移
図10 日立との共同開発特許の推移
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発特許の推移を示したものである。いずれも増加傾向にあり，特に日立製作所と三菱電機の
2002年の共同開発特許件数は17件に増加し，テレビや半導体回路に関する共同開発特許が多い。
中井教詞らは，日立製作所と三菱電機の公開特許『テレビ放送受信装置』14）において，プログ
ラムの終了を使用者が指示した後でも番組契約情報を取得できるテレビ放送受信装置を提案し
ている。
図11は，ソニーと日立製作所，ソニーと富士通，ソニーと三菱電機との共同開発特許の推移
を示したものである。いずれも増加傾向にあり，特にソニーと富士通の2002年の共同開発特許
件数は26件に急増し，半導体装置に関する共同開発特許が多い。舘下八州志らは，ソニーと富
士通の公開特許『半導体装置の製造方法』15）において，ポリサイド構造のゲート電極を形成し
た後にスクリーン酸化を行うときに，ゲート電極を形成する高融点金属シリサイド膜の異常酸
化を抑制し，また，ゲート電極を構成する多結晶シリコン中の不純物が高融点金属シリサイド
膜を通って外部への拡散を防止する半導体装置の製造方法を提案している。また，岩淵信らは，
ソニーと富士通の公開特許『半導体装置』15）において，接合リークの低減と低コンタクト抵抗
化とを両立させたコンタクト構造を持った半導体装置を提案している。
図12は，富士通と東芝，富士通とソニー，富士通と三洋電機との共同開発特許の推移であり，
いずれも増加傾向にある。なかでも，富士通とソニーとの共同開発特許の増加が著しい。
図13は，三菱電機と松下電器，三菱電機と東芝，三菱電機と日立製作所との共同開発特許の
推移であり，いずれも増加傾向にある。特に，三菱電機と松下電器との共同開発特許が最も増
加している。
図12 富士通との共同開発特許の推移
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図14は，三洋電機と松下電器，三洋電機と日立製作所，三洋電機と富士通との共同開発特許
の推移であり，いずれも増加傾向にある。なかでも，三洋電機と日立製作所との共同開発特許
の増加が著しい。
図15は，シャープと松下電器，シャープとソニー，シャープと三菱電機との共同開発特許の
推移であり，いずれも増加傾向にある。シャープとソニーとの共同開発特許の多くは，プラズ
図14 三洋との共同開発特許の推移
図13 三菱との共同開発特許の推移
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マディスプレイに関するものである。中山純一郎らは，シャープとソニーの公開特許『プラズ
マ情報表示素子およびその製造方法』16）において，プラズマディスプレイパネルのプラズマ放
電部に設けられる保護膜として非晶質MgO膜を用いるとき，基板を蒸着源に対して角度を持
たせて設置することにより非晶質MgO膜を成膜することができる方法を提案している。
現在，シャープは，薄型テレビの一形式であるプラズマテレビを製造せず，液晶テレビに特
図16 沖電気との共同開発特許の推移
図15 シャープとの共同開発特許の推移
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化している。しかし，シャープは，将来プラズマテレビが主流になる可能性も考え，他社に遅
れを取らない程度に開発しておく必要があると考えているが，あくまでも研究開発の主体を液
晶テレビにおきたいため，液晶テレビの研究者や研究費を大幅に削減して，プラズマテレビの
開発に投入できない事情がある。
そこで，シャープはソニーと共同開発することにより，限られた研究者や研究費でプラズマ
技術を手に入れる戦略を選択したと考えられる。ここで，シャープが，プラズマテレビに関し
て業界トップクラスの技術を持ち，将来の薄型テレビをプラズマテレビと考えている日立製作
所と共同開発を行わずに，将来の薄型テレビを液晶もプラズマも共存すると考えるソニーとの
共同開発を選択したことは，極めて合理的な選択であると考えられる。
図16は，沖電気と松下電器，沖電気と東芝，沖電気と三菱電機との共同開発特許の推移であ
り，いずれも増加傾向にある。なかでも，沖電気と東芝との共同開発特許の増加が著しい。
Ⅳ　電機業界における研究開発戦略の変化
2002年の米国登録特許件数トップ10に，日本の電機業界から５社も入っている。ちなみに，
その５社は，４位の日本電気1,821件，５位の日立製作所1,602件，６位の松下電器1,544件，７
位のソニー1,434件，10位の三菱電機1,373件である。日本の電機業界は，日本の知的財産のみ
ならず米国など世界の知的財産を取得しおり，知的財産戦略では日本企業をリードしていると
言っても過言ではない。
その日本の電機業界に，Ⅱ章とⅢ章で説明したように，知的財産を生み出す研究開発方針に
顕著な変化が誕生しつつあることが分かった。それは従来の一社単独で自主開発する研究開発
方法ではなく，今まで敵であった同業他社との共同開発の急増である。知的財産経営の代表的
な実践者である日本の電機業界の共同開発を研究することは，知的財産経営を目指す電機産業
以外の企業にも有効であり，本項では，電機業界における同業他社との共同開発を選択した経
営戦略の背景と要因について考察する。
図17は，電機業界における同業他社との共同開発を利用した経営戦略をまとめたものであり，
９項目の要因により共同開発が増加傾向にあると考えられる。
（１）ネットワーク外部性による共同開発への移行
電機業界では，情報家電や多機能携帯電話などネットワーク外部性17）の高い商品開発が増加し
ている。このようなネットワークを利用した情報機器は，業界標準またはディファクト・スタンダ
ードを獲得できないと，たとえ高品質で低価格でも商品開発や市場開拓ができない場合が多い。
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図17 総合電機業界における同業他社との共同開発を活用した経営戦略
- 98 -
環太平洋圏経営研究　第５号
日本のビデオテープ・レコーダーの研究開発競争において，β方式のソニーとVHS方式の松
下電器などの連合軍との激しい戦いがあった。当時，β方式の研究開発はVHS方式よりも進ん
でおり，特許などの知的財産の取得や発売開始も２年以上先行していた。しかし，VHS方式は
松下電器，ビクター，日立製作所，東芝など主要電機メーカーが連合して，お互いの技術をラ
イセンスしながら，新しい用途開発を含む研究開発を行った結果，マーケットは２年も遅れて
いたVHS方式を採用した。今では，VHS方式がビデオテープ・レコーダーの世界のディファク
ト・スタンダードになっている。18）
日本の電機業界には商品の数が多くなればなるほどその効用が高まるネットワーク外部性や
ディファクト・スタンダード化を意識しなければならない商品が多いことだけでなく，「ソニ
ーのβの失敗」を教訓として，一社単独による自主開発のリスクを体験していることが，Ⅱ章
で説明した電機業界以外の業界ではほとんど見られない同業他社との共同開発を活発に推進す
る理由のひとつと考えられる。
また，公正取引委員会の「共同研究開発に関する独占禁止法上の指針」のように，現在の独
禁法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）はディファクト・スタンダード獲得
のための共同開発に対して，独禁法第３条違反になる可能性があるとしながらも，比較的寛容
であることも，同業他社との共同開発の増加の要因と言える。また，独禁法第２１条には，共
同開発で得られた知的財産の行使には独禁法の適用除外が明記されており，これも共同開発を
促進する要因と考えられる。また，製品市場が存在しない新しい商品開発の場合は，独禁法上
の問題となることはなく，共同開発のテーマの多くは，今までにない新市場への新商品開発で
あるため，この点でも独禁法の心配はない。更に，独禁法上問題となるのは，共同開発への参
加を制限された非参加企業の事業継続が不可能になる場合であるが，ディファクト・スタンダ
ードの獲得を目指す共同開発は，来るものは拒まずの原則のため，参加希望会社を制限するこ
とはなく，この点からも独禁法の懸念はない。
現代の研究開発競争は，真面目に努力して開発した分だけ市場シェアや収益が増えた昔の研
究開発とは異なり，ディファクト・スタンダードの獲得競争と言っても過言ではなく，たとえ
開発に成功しても，それを獲得できなければ事業規模の縮小だけでなく今まで投入した研究開
発投資もすべて水泡に帰すことになり，勝ち負けの明確な戦いに変わった。このため，同業他
社の競争相手とも協力しなければ現代の開発競争には勝ち抜けないことが多く，開発の始まる
前段階の共同開発パートナーの選定などを含めた戦略的共同開発マネジメントが開発の成否を
握っていると言っても過言ではない。
（２）研究開発費の分担による開発費の削減効果
共同開発の確実なメリットは開発費用の削減である。一社単独の自主開発と比較して，二社
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による共同開発費用は半分以下になる場合が多い。その理由は，単純に二社で開発費用を半分
に分担するだけでなく，共同開発による開発成功確率の増加による開発費用の削減と，開発ス
ピードアップによる開発費用の削減と，開発プロセスの無駄を最小限にできるための開発費用
の削減と，他社の特許やノウハウを安価にライセンスできる開発費用の削減などにより，共同
開発費用は自主開発に比べ大幅に削減できる場合が多い。
なかでも同業他社との共同開発は，それぞれの得意分野を分担して共同開発する場合が多い
ため，成功確率が高くなる。また，同業他社との共同開発は，部品や部材供給会社と，それら
を使って組み立てる会社との共同開発が多く，新しく開発した部品の使用性能をすぐに評価で
き，開発スピードが高まる場合が多い。また，異業種との共同開発と違い，同業他社との共同
開発では，お互いの会社の事情や使用方法などを十分理解している場合が多く，共同開発によ
る意思疎通もスムーズに行われ，開発プロセスの無駄を最小限化できる。更に，共同開発によ
るクロスライセンスにより，非常に高価な双方の特許やノウハウを安価または無償で得ること
ができる場合が多い。
このように，限られた資金と少ない技術者で開発するには，同業他社との共同開発が最適な
方法であると言える。電機業界のみならず，同業他社との共同開発を活発化することが日本再
生の必須手段であると考えられる。
（３）自主開発しないデルの躍進による共同開発の加速
米国のデルは，情報技術企業の苦戦が続く中で，増収増益を続けている。それは，デルが自
主開発を行わず，インテルの超小型演算処理装置（MPU），マイクロソフトやリナックスのOS
といった標準品を採用し，徹底的な低価格化を推進していることが原因とされている。19）また，
デル会長は，「顧客は常に最高性能の機器を求めているというIT業界の神話は間違いである。
各社は多額の資金をつぎ込んで技術を競い，価格に転嫁してきたが，顧客は費用対効果を厳し
く見つめ始めている。独自技術の開発に大金を投じるのは無駄遣いである。」と明言している
ように，デルは今までの経営常識であった自主開発を完全に否定した経営戦略を実践した結果，
大成功を収めている。
パソコンで世界最強のデルが，多額の自主開発で苦闘する会社を尻目に，まったく自主開発
をせずに同業他社との共同開発に終始し，他社の技術を利用し徹底的な低コスト商品で競争優
位を確立する様は，日本の電機業界に大きな衝撃を与えたことは間違いない。従来の競合他社
に一歩でも先んじて商品開発をすることが至上命題であった電機業界にとって，自主開発の限
界と無駄を再発見し，今まで敵であった同業他社との共同開発の有効性を見直す良い機会にな
ったと考えられる。
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（４）業界再編による共同開発の促進
富士通と東芝は半導体不況が続く2002年６月に，事業統合も視野に入れたシステムLSI（大
規模集積回路）の共同開発の提携に合意した。富士通と東芝との半導体に関する共同出願特許
は，直近２年間だけでも35件20）を数える。競争力を失った現在の日本の半導体産業が生き残る
道は再編しかないと考えるのが一般的であり，富士通と東芝の例からも分かるように，再編や
統合の前段階に共同開発研究が開始される場合が多い。
また，日立製作所と三菱電機の半導体統合会社であるトレセンティテクノロジーズは，直径
300mmウエハー対応の完全自動化ラインを整備し，デジタル家電向けシステムLSIでは世界最
高水準の生産性を持っている。日立製作所と三菱電機との半導体に関する共同出願特許は27件21）
と比較的多い。
また，日本半導体の再編の先駆けとして1999年に，日本電気と日立製作所のDRAM事業を統
合し，エルピーダ社が発足した。そのため，日本電気と日立製作所のDRAMに関する共同出願
特許は47件22）と多い。このように，半導体不況による電機業界の再編や統合が，本来競争相手
である同業他社との共同開発研究を推進すると同時に，同業他社との共同開発が業界再編を加
速していると考えられる。
（５）商品開発のスピードアップのための共同開発の増加
商品寿命の短縮化は，流通チャネルの変化と大きな関係がある。すなわち，流通の進歩によ
り，商品寿命や商品サイクルが短時間化していると考えられる。従来の電機メーカーの販売形態
は，ナショナルショップのように，松下電器や日立製作所や東芝などがそれぞれの系列の直販店23）
を全国展開し，一つの電気店では一つの電機メーカーだけの商品を取り扱うのが常であり，そ
れらの系列の直販店が固定客を抱えていたので，新商品の開発サイクルも比較的安定していた。
しかし，現在，流通チャンネルの多様化は，ヤマダ電機やコジマのような家電量販店がどの
電機メーカーの商品も販売する形態に変化させた。この量販店は，商品の流通速度を向上させ
ただけでなく，顧客による商品の峻別の厳格化と，商品の新鮮さの持続時間を大幅に短縮させ，
商品寿命や商品サイクルの短時間化をもたらした。それに伴い電機メーカーは短期間での新商
品開発が必要になった。
しかし，一社単独による自主開発は一社で抱える研究者の数に限界があり，市場や顧客のニ
ーズに対応した開発スピードを確保するには問題があった。そこで，電機業界では，今まで敵
と考えられていた同業他社と共同開発することにより，開発スピードを優先した開発戦略を選
択する会社が多くなってきたと考えられる。換言すれば，系列の直販店は電機メーカーの強い
味方であったが，家電量販店の拡大とともに販売店が電機メーカーの敵のような存在となり，
電機メーカー同士が共同開発で結束して家電量販店に対抗している製販戦争と考えることもで
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きる。
異業種との共同開発では，お互いの業界の考え方や研究開発の進め方が相違するため，その
調整に時間を要するが，同業他社との共同開発であれば，その時間を節約でき，迅速な開発が
可能である。また，同業他社との共同開発は，知識の補完や実験の重複の無駄を回避し，更に
相互に持ち寄った技術を組み合わせるだけで新商品が誕生することも珍しくなく，飛躍的に研
究開発のスピードが向上する例も多い。この同業他社との共同開発は，スピード重視の現代企
業における救世主であり，日本の電機業界が発明した画期的なビジネスモデルと考えられる。
（６）相互の得意技術を結集する共同開発の増加
一つの目標商品の実用化に対して，両社の得意技術を持ち寄り共同開発する事例が増加して
いる。日立製作所とソニーは大型外部記憶装置（ストレージ）事業で提携を発表した。ソニー
は放送局の映像保存などに使うテープ装置に強く，一方，日立製作所はハードディスクの大型
ストレージシステムで世界２位である。両社は，得意技術を持ち寄り，バックアップシステム
の製品力を強める共同開発を行う。24）
東芝，ＮＥＣエレクトロニクスなど国内半導体各社は，2007年ごろの実用化が見込まれる次
世代LSI（大規模集積回路）の設計・製造技術の標準化に取り組むことで合意した。国内半導
体大手10社が得意技術を持ち寄り，デジタル家電や携帯電話機などの小型化と省電力化のため
に，直径300ミリの大口径シリコンウエハーで65ナノメートル回路を設計・製造する。25）
東芝と松下電器は，2002年春，液晶事業を統合するため，東芝60％，松下電器40％を負担す
る共同出資会社を設立した。26）また，富士通と日立製作所は，プラズマテレビに使用するプラ
ズマパネルを事業統合し，富士通日立プラズマディスプレイ株式会社を発足させた。同社のプ
ラズマディスプレイに関する特許は，2001年に20件，2002年に81件であり，統合による成果が
知的財産面からも大きく現れている。富士通と日立製作所の両社とも，プラズマテレビを次世
代の薄型テレビの主流と考え，既にプラズマディスプレイに関する得意技術を持っており，富
士通と日立製作所の両社は強力な共同開発の組み合わせと考えられる。
同じ電機業界にあっても各社の得意技術が相違しており，それらを組み合わすだけで新商品
が誕生することも多く，これが同業他社との共同開発の成功確率を高める要因となっている。
（７）グローバル競争激化による共同開発型日本連合の推進
欧米や東南アジアの電気・電子メーカーの間では，グローバルな規模での戦略的提携と吸
収・合併（M&A）によって，経営資源の「選択と集中」の動きを加速させるとともに，コス
ト削減のための新たな動きが強まっている。たとえば，IBMやインテルなどでは，膨大な研究
費負担をシェアするための新たな技術開発戦略として「グローバルな研究開発ネットワーク」
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を形成し，本国と海外研究・開発センターとのネットワーク（自律と分散のコラボレーション）
に新たな技術革新の源泉を求める動きがある。27）
また，IBMとデルが1999年に160億ドルを超える規模の技術提携・OEM協定を締結した。更
に，インテルとGEは，「国際戦略提携」や「国際共同開発」によって，さらなる競争優位を構
築する動きが加速されている。また，マイクロソフトは，インドのバンガロールのソフト会社
に外注している。IBMやデルもアウトソーシングを積極活用している。27）
そこで，強敵の米国コンピュータ業界（デル，HP，IBM，マイクロソフト，インテル）に
対して，日本連合の共同開発で外国企業に対抗する動きが始まっている。たとえば，マイクロ
ソフトのウインドウズに対抗して，日本企業が連合してリナックス開発体制を整備しつつある
こともその一つである。
2003年７月に，松下電器，ソニー，日立製作所がリナックスの改良普及団体「CEリナック
スフォーラム」を設立した。ここでは，機器の起動を速め，消費電力を減らすため，リナック
スの新仕様を共同開発する。
日本電気と富士通は，リナックス共同開発体制の強化策を発表した。日本電気は，開発要員
を2,000人増員し3,000人体制にし，富士通は，システムエンジニアを含め技術者を11,000人に
増員する。29）また，リナックスの製品への応用も加速しており，ソニーはハードディスク録画
「コクーン」に，シャープは携帯端末「ザウルス」に適用し始めた。
このように，グローバル競争の激化での中で，同業他社との共同開発を核として日本連合が
誕生している。今後，更に，グローバル競争が激しくなればなるほど，今まで敵であった同業
他社との共同開発の密着度が加速し，日本企業の結束力が高まると考えられる。
（８）部品供給会社と部品組立会社との共同開発による連携強化
富士通と日立製作所は「富士通日立プラズマディスプレイ」を1999年4月に設立した。日立
製作所は「鉄壁の財務」と称されるキャッシュリッチな会社であり，プラズマに関する特許な
ど技術力でもずば抜けているが，最終製品は他社に比べ弱い。合併相手の富士通が目をつけた
のは，まさにその「弱さ」だったとされている。家電販路を持たない富士通にとって，プラズ
マ事業はあくまでも部材商売であり，どこにでも販売可能であることが理想である。最終商品
に強い企業が合併相手では，その原則が歪むことになる。そこで，富士通は日立製作所を共同
開発パートナーに選定した。29）
共同開発パートナーの選定は互いのメリットが大きければ，連携が強化され成功確率が高ま
る。つまり共同開発の成功により，富士通はプラズマディスプレイ製造ノウハウが向上し，販
路が拡大するメリットがあり，日立製作所はプラズマディスプレイの供給先が確保でき，プラ
ズマテレビを安定製造できるメリットがある。
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このように，部品の供給会社とその組立会社との共同開発は，従来の日本企業でよく見られ
る古典的な共同開発であるが，部品点数が多く部品開発自体が製品開発になる電機業界の特質
から，他の業界よりも同業他社との共同開発が多くなる要因と考えられる。
（９）分野を横断した機能融合型商品の共同開発の推進
共同開発を加速させる要因に『商品機能の融合化』がある。エアコンや冷蔵庫にパソコン機
能を付加したデジタル家電，インターネットやゲームやテレビの機能を付加した携帯電話，双
方向性機能を付加した次世代型テレビなどは，従来の概念で商品を開発してもまったく意味が
なく，別の事業部や別の企業と共同開発して初めて製造できる分野を横断した新商品である。18）
テレビ，パソコン，エアコンなどのように，それぞれをひとつの事業部で単独開発できた従来
型商品開発が消滅し，新たに誕生した「分野を横断した機能融合型商品」の開発は，企業にと
って共同開発をより身近なものとしたと言える。
この機能融合型商品は現代の顧客ニーズに適合しており，今後ますます発展することは間違
いない。しかし，今までの狭い専門分野に特化された専門家が新しい分野を新たに勉強する方
法では，開発スピードの点で問題がある。そこで，それぞれの専門家を抱える同業他社と共同
開発は，分野を横断した機能融合型商品の迅速な開発を可能にすると考えられる。
以上のように，電機業界における同業他社との共同開発は，一時的に増加したものではなく，
必然的に増加したものであり，激烈なグローバル競争に日本企業が生き残るための唯一無二の
方法であると考えられる。
Ⅴ　戦略的共同開発マネジメント
上記のように，電機業界は同業他社との共同開発を活用した経営戦略を積極的に採用してい
る。しかし，電機業界は，同業他社との共同開発を促進した結果グループ化を招き，そのグル
ープ同士が対立する事実も見逃してはならない。
たとえば，現状のDVDは，松下電器と東芝と日立製作所の「DVD-RAMのグループ」と，ソ
ニーとシャープとパイオニアの「DVD－RWのグループ」に分裂している。「DVD-RAM」は約
10万回の書き換えが可能であるが，再生専用のDVDプレーヤーでは原則として再生できない。
逆に，「DVD-RAM」は書き換え可能回数が約1,000回と少ないが，ほぼすべてのプレーヤーで
再生が可能である。
また，次世代DVD機においても，ソニーと松下電器と三菱電機の「ブルーレイディスクのグ
ループ」と，東芝と日本電気の「アドバンスト・オプティカル・ディスクのグループ」に分裂
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し，電機業界を二分する対立が起こっている。「ブルーレイディスク」は，保護カートリッジ
に包まれており，録画したデータが壊れにくい特長があり，「アドバンスト・オプティカル・
ディスク」は，現行のDVDと仕組みが似ているため，現在のDVDの生産設備を転用可能であ
るメリットがある。30）
また，次世代の大型テレビディスプレイは，DVDよりもさらに複雑で，液晶開発主体のシャ
ープと，プラズマ開発主体の日立製作所とパイオニアと，液晶もプラズマも両方を開発する松
下電器と東芝とソニーの３グループに分かれている。更に，松下電器と東芝は液晶事業を統合
し，東芝60％，松下電器40％を負担する共同出資会社を設立し連携を深め，ソニーは韓国サム
ソンと液晶事業の共同出資会社の設立を発表した。
すなわち，電機業界における同業他社との共同開発は，同時にグループ化を促進しており，
どのグループに入るかが，今後，最も重要な経営判断になることは間違いない。このようにグ
ループ化を視野に入れた戦略的共同開発マネジメントが非常に重要になっている。この戦略的
共同開発マネジメントとは，企業の独自性を保ちながら，戦略的目的の実現に向け，相互に協
力するためのマネジメントである。すなわち，戦略的共同開発マネジメントは，Win-Winの関
係を構築するだけでなく，共通の目的を共同で達成するための企業間マネジメントである。
戦略的共同開発マネジメントを考える上で，一社単独による自主開発の効果と，同業他社と
の共同開発の効果の両方を明確に認識することが大切であり，次のように整理できる。
【自主開発の効果】
（１）開発成果の独占
（２）開発の自主的なリーダーシップ
（３）開発の一元管理
（４）開発成果のノウハウ化
【共同開発の効果】
（１）競争相手の減少
（２）商品やサービスの互換性向上による顧客サービスの向上
（３）業界標準やディファクト・スタンダードの取得の容易化
（４）技術移転や実用化への時間短縮
（５）開発費の分担によるコスト削減
（６）自社では調達できない人材の確保
（７）他社ノウハウの習得
（８）共同開発特許によるライセンス料の収入
（９）部品の供給会社と部品の組立会社との共同開発による連携強化
（10）互いの得意技術を生かした機能融合型商品の迅速な開発
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（11）両社の理解を深め，提携や合併や統合の可能性拡大
（12）異種融合のシナジー効果による創造的開発の促進
（13）開発リスクの軽減と，開発の成功確率の向上
（14）模倣の可能性のある企業との共同開発による模倣リスク低減
特に，同業他社のなかでも異なる専門を持ち，さまざまな人が集まり，意見がぶつかり合う
創造的摩擦がイノベーションを誕生させる。異業種との共同開発では，それぞれ開発を分担す
るだけの共同開発が多く，お互いの専門領域に踏み込んだ創造的摩擦によるイノベーションは
生まれにくく，同業他社との共同開発の方が創造的摩擦は発生しやすい。
一社単独による自主開発は，開発リスクの低い既存製品の新市場開拓や既存市場への新商品
開発を行う場合が多い反面，共同開発は，新市場への新商品の開発が多く，開発リスクが高い
場合が少なくない。そこで， 電機業界では，同業他社との共同開発により開発の成功確率を
できる限り向上させる戦略が一般化しつつある。
戦略的共同開発マネジメントのポイントは，次の10項目に整理できる。
【戦略的共同開発マネジメント】
（１）共同開発パートナーの選択基準の明確化
（２）共同開発パートナーの強みと弱みの整理
（３）共同開発パートナーから得られるものとパートナーに与えるものの整理
（４）共同開発目標の設定とマイルストーンの設定
（５）共同開発への参加メンバーと開発リーダーの選定
（６）共同開発の成果と開発目標以外のノウハウの取り扱いの明確化
（７）共同開発の費用分担と研究設備分担と材料費分担の明確化
（８）共同開発から生まれた知的財産の取り扱いの明確化
（９）共同開発の継続または中止の判断
（10）共同開発後の統合・合併を含めた将来像の検討
一般的に，共同開発は，意見の相違を調整するため，研究開発で最も大切な異端の意見や少
数意見が排除され，多数決主義に陥りやすい欠点がある。この戦略的共同開発マネジメントは，
お互いの意見を調整することではなく，あくまでも共通の目的達成のために徹底した議論と大
胆な決断を実践するものである。共同開発マネジメントの最も大切なことは，お互いの専門的
や地理的や文化的な境界を越えて協力し合うことであり，これらの境界を越えない共同開発は，
単なる開発分担に過ぎない。換言すれば，戦略的共同開発マネジメントは，１＋１＝２＋αの
プラスαをできる限り大きくするマネジメントである。
この戦略的共同開発マネジメントには，共同開発マネジャーの役割が大切であり，その具体
的な仕事を列記する。
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【共同開発マネジャーの役割】
（１）自社の経営者と研究者と共同開発パートナーとのパイプ役になり，共同開発を成功に
導く。
（２）共同開発目標に従い共同開発計画書を作成し，契約を締結する。
（３）共同開発のスケジュール管理を行い，マイルストーン毎の報告会を開催し，開発の進
捗を管理する。
（４）共同開発のための研究者，研究費，研究施設に関する情報管理を行う。
（５）共同開発パートナーに関する情報管理を行う。
（６）共同開発成果を知的財産にし，具体的成果に結実させる。
（７）共同開発におけるノウハウ情報管理を行う。
（８）共同開発成果の学会発表等に関する情報管理を行う。
（９）共同開発ステップ毎の共同開発マネジャーの仕事
１）共同開発初期
開発ポイントの絞り込みと開発テーマの企画立案，先行技術調査，特許マップの作成
２）共同開発中期
競合他社の動向把握（含むリバース・エンジニアリング）
研究開発成果の取り扱いの整理（特許かノウハウか）
３）共同開発後期（事業化決定段階）
商業化への対応（特許，意匠，商標などの取得）
共同開発会社との事業化契約書の作成（製造，販売などの分担）
元来，日本人は縄張り意識の強い民族であり，昨日まで敵であった同業他社と共同開発を共
にすることは容易ではない。しかし，現代社会で，競争相手が集まり共同することが一般化す
る中で，古い日本人の意識を変えることが共同開発マネジャーの最大の仕事となる。たとえば，
インターネットのコビシントは多くの競合企業が一箇所にサイトを開設し，ショッピングモー
ルは競合する店舗が相互に競い合う。すなわち，互いが協力してコビシントやモールを共同運
営すると同時に，それぞれの店舗が競争して成果を挙げている。これらと同様に，同業他社と
の共同開発は，同質的な日本社会において極めて合理的な方式であり，今後，「モール型共同
開発」や「コミュニティ型共同開発」へ発展する可能性が高い。
そこで，共同開発を成功に導くためには人材育成が大切であり，そのポイントを次に示す。
【共同開発のための人材育成のポイント】
（１）優秀な研究者ほど自主開発を好み，共同開発を嫌う傾向がある。このような共同開発
に対する大きな抵抗の中でも，自主開発から共同開発への方向転換を躊躇せず，昨日
まで敵であった同業他社の研究者と胸襟を開き，勇気を持って共同開発を実践できる
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人を育成する。
（２）競争することではなく協業することであることを経営者に説得できる人を育成する。
（３）商品の業界標準獲得が最優先課題であり，一社単独では何もできない時代であること
を全社員に理解させることができる人を育成する。
（４）どんなに高品質で低価格でもクローズドで互換性のない商品開発は成功の可能性は少
なく，たとえ競争相手でも「来る者は拒まず」の考えを元に，オープンで開かれた開
発体制を構築できる人を育成する。
Ⅵ　ま　と　め
本稿では，日本の代表的な業界における同業他社との共同開発の現状を分析し，特に電機業
界における同業他社との共同開発の急増の背景と要因を考察した。
同業他社との共同開発の急増の要因は，電機業界の現在の厳しい経営環境からの研究開発費
用の分担による削減や開発期間の短縮化だけにとどまらず，グローバル競争の激化に対応した
日本連合としての共同開発，分野を横断した機能融合型商品への対応のための共同開発，業界
再編や統合を視野に入れた共同開発など多岐にわたることが判明した。
従来の日本の電機業界は，他社との競争に勝ち抜くために他社に先駆けて最高性能の商品を
開発し，市場を独占することが至上命題であった。しかし，そのためには莫大な研究開発投資
が必要となり，たとえ自主開発に成功しても，新しい未成熟な市場から，充分な利益が得られ
ない場合もあり，自主開発のリスクは高い。また，自主開発が不成功になったときは，多額の
研究開発投資は水泡に帰することになり，他社による新市場の寡占化に甘んじなければならな
いなど，その損害は計り知れない。
電機業界における同業他社との共同開発は，同時にグループ化を促進しており，どのグルー
プに入るかが，今後最も重要な経営戦略になっている。そこで，グループ化を視野に入れた戦
略的共同開発マネジメントが非常に重要になっている。この戦略的共同開発マネジメントとは，
企業の独自性を保ちながら，戦略的目的の実現に向け，相互に協力するマネジメントである。
すなわち，戦略的共同開発マネジメントは，Win-Winの関係を構築するだけでなく，共通の目
的を共同で達成するための企業間マネジメントである。
ダーウィンの言葉に「生き残る者は，賢い者でも強い者でもない。それは変化に対応できる
者である。」があるように，猛烈な速さで進む情報技術革命は，企業を取り巻く環境を大きく変
化させ，今まで敵であった同業他社との共同開発に踏み切らせる企業を増加させ，この変化に
対応できない企業に過酷なまでの試練を与え始めている。本稿で指摘した同業他社との共同開
発の傾向は，今後，電機業界にとどまらず，その他の業界に波及することは議論の余地がない。
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〔注〕
１）【サントリーとサッポロとの公開特許】特開平11-183311『内容液の漏洩検査装置』，特開平08-011857『ガラ
ス瓶』
２）【第一製薬と興和との公開特許】特開2002-159447『眼組織におけるキノロン系抗菌剤の定量法』
３）大衆薬品売上２位の小林薬品は，1994年から2002年の９年間の公開特許が231件と少ないため統計から除い
た。
４）【トヨタ自動車とダイハツとの公開特許】特開2002-242641『内燃機関のオイルフィルタブラケット』
５）日本経済新聞，2003年10月24日
６）【松下電器と三菱電機との半導体装置に関する主な2002年公開特許】
特開2002-353443『半導体装置の製造方法』，特開2002-353182『半導体装置の洗浄方法および洗浄装置，な
らびに半導体装置の製造方法』，特開2002-334862『半導体装置の製造方法およびその製造方法に用いる半
導体基板の洗浄装置』，特開2002-303993『半導体装置およびその製造方法』，特開2002-190580『半導体装置
およびその製造方法』，特開2002-093159『半導体記憶装置』，特開2002-076137『半導体装置及びその製造方
法』，特開2002-074949『半導体装置』，
７）新井　進「2004年度版企業グループと業界地図」高橋書店，2002年12月
８）【松下電器と日立製作所との光ディスクに関する主な2002年公開特許】
特開2003-059193『デジタルデータ記録媒体に対する識別データの記録方法及び記録再生装置』，特開2002-
367296『ディスク媒体の誤り訂正符号化方法，誤り訂正符号化回路，ディスク媒体，誤り訂正方法，およ
び誤り訂正回路』，特開2002-367183『光ディスク』，特開2002-329368『ディスク媒体の誤り訂正符号化方法，
誤り訂正符号化回路，ディスク媒体，誤り訂正方法，および誤り訂正回路』，特開2002-324365『情報記録
フォーマット，情報記録媒体及び情報記録再生装置』，特開2002-190158『ディスク媒体の誤り訂正符号化
方法，光ディスク，誤り訂正方法，誤り訂正符号化回路，および誤り訂正回路』，特開2002-157747『光デ
ィスク』
９）バースト誤りは短時間に多数の誤りが集中して発生する符号誤りのことである。
10）クロストークは，漏話．ある回路や回線に，浮遊容量，寄生容量，アースの共通インピーダンスなどの影
響により，不必要な信号が漏れることである。
11）【日本電気とソニーとの公開特許】特開2002-305160『化合物半導体基板の製造方法』
12）【東芝と沖電気との現金自動支払機に関する主な2002年公開特許】
特開2002-329231『自動取引装置』，特開2002-329230『自動取引装置』，特開2002-245510『貨幣処理機』，特
開2002-230624『自動取引装置』，特開2002-222453『自動取引システム』，特開2002-222452『金庫システム』，
特開2002-222448『貨幣処理機および貨幣処理システム』，特開2002-216207『硬貨処理装置』，特開2002-
216206『硬貨補充装置』，特開2002-211801『通帳処理装置』，特開2002-197509『紙幣整理装置』，特開2002-
170142『小束の金種別出金装置』，特開2002-163701『自動取引装置』，特開2002-133489『自動取引装置』，
特開2002-109612『現金自動預払機および現金自動預払機における通帳最終印字済頁への切り込み方法』，
特開2002-109609『現金処理装置』，特開2002-092696『自動取引装置』，特開2002-092693『現金処理装置』，
特開2002-083335『現金処理装置』，特開2002-074463『現金処理装置およびその現金精査方法』，特開2002-
056435『自動取引装置』
特開2002-056427『硬貨識別装置』，特開2002-056426『紙幣出金ユニット』
特開2002-053234『紙葉類送出装置』，特開2002-041806『公共料金等の払込処理システム』，特開2002-
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Study on the Strategic Joint Developments 
in the Electrical Machinery Industry
Hiroshi MURAYAMA
In this paper, the present conditions of joint developments in the typical Japanese industries
are analyzed, and the backgrounds and reasons of rapid increase of the joint developments
among the electrical machinery companies are considered.
The research-and-development strategies were changed from the independent developments to
the joint developments in the electrical machinery industry.
The reasons of rapid increase of the joint developments are not only the curtailment of the
development expense because of the present severe business environment of the electrical
machinery industry, but also the realignment of the industry, etc. 
(1) The shift to joint developments to get the interchangeability
(2) The curtailment effect of the development costs by halving research and development costs
(3) The acceleration of joint developments by the remarkable progress of Dell which does not
carry out the independent development
(4) The promotion of joint developments by realignment of the industry
(5) The increase of joint developments for speedup of product development
(6) The increase of the joint developments which concentrates mutual excellent technologies
(7) The promotion of the Japanese union type joint developments in order to oppose global
competition
(8) The cooperation strengthening by joint developments between parts supply companies
and parts assembly companies
(9) The promotion of joint developments for the new products which united the goods
functions
It was a supreme proposition for the Japanese electrical machinery industry to develop the new
products prior to the other companies and to monopolize the markets. 
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But, even if they are original and epoch-making goods, there are many examples defeated to the
common products by the group of companies which developed later.
They found the independent developments are much more dangerous than the joint
developments.
The strategic joint development management is the management which cooperates mutually
towards the realization of the strategic purpose, maintaining the peculiarity of companies. 
Namely, the strategic joint development management not only builds the win-win situation, but
also is the management between companies for attaining the common purposes together. 
The strategic joint development is very important not only for the electrical machinery industry
but also for the other industries.
Key words: Joint development, Electrical machinery industry, Intellectual property, Innovation,
Patent,
